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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交

付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書

面）への記載を省略しております。

第50期定時株主総会招集ご通知に際しての

その他の電子提供措置事項（交付書面記載省略事項）

・業務の適正を確保するための体制及び
運用状況の概要

・連結株主資本等変動計算書

・連結注記表

・株主資本等変動計算書

・個別注記表

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

株式会社 松屋フーズホールディングス
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての概要は以下のとお

りであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

イ．企業としての基本的な倫理観を定めた「松屋フーズホールディングス

グループ倫理綱領」及び不祥事の発生を未然に防ぎ、健全な企業行動を

促進しさまざまなステークホルダーから信頼される企業風土を醸成する

ために「松屋フーズホールディングスグループ行動基準」を制定し、法

令・社内規程の遵守及び社会規範の遵守を企業活動の前提とすることを

徹底しております。

　なお、「松屋フーズホールディングスグループ倫理綱領」及び「松屋

フーズホールディングスグループ行動基準」についてとりまとめた「松

屋フーズホールディングスグループコンプライアンスの手引き」を全役

職員が閲覧できる体制をつくり、コンプライアンスのための教育ツール

として活用しております。

ロ．コンプライアンスの取り組みについては、法務担当グループにおい

て、松屋フーズホールディングスグループ全体を横断的に統括すること

とし、定期的にコンプライアンス・プログラムを策定し、それを実施し

ております。

ハ．コンプライアンスに反する行為及びコンプライアンスに反する疑いの

ある行為等について、従業員等が直接、相談・通報する手段としてのホ

ットライン（ホイッスルテレフォン）を総務担当部に設置・運営してお

ります。

　なお、従業員・取引先等からの相談・通報の適正な処理に関する仕組

みを定めた「通報者保護規程」を制定しております。

ニ．今後、既に制定している「綱領」、「基準」及び「規程」の厳格な運

用と監視を含めた管理体制等の整備を推進してまいります。

－ 1 －



2025/05/28 12:13:30 / 24181040_株式会社松屋フーズホールディングス_招集通知

業務の適正を確保するための体制

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または

電磁的媒体等（以下、文書等という）に記録し保存しております。取締

役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるようにしておりま

す。

③　損失の危険の管理に関する規定その他の体制

イ．松屋フーズホールディングスグループにおいて発生しうる各種リスク

について、発生を防止する管理体制の整備及び発生した各種リスクへの

適切な対応を定めた「松屋フーズホールディングスグループリスク管理

規程」を制定しており、松屋フーズホールディングスの取締役社長を委

員長とする「リスク管理委員会」を設置（事務局を法務担当グループに

置く）して、リスク管理に関する方針の策定及び体制の整備等松屋フー

ズホールディングスグループの全社的対応を行っております。

ロ．松屋フーズホールディングスの各部及びグループ各社を単位とする部

門の長が、それぞれ部門内のリスク管理責任者としてリスク管理を行っ

ております。

ハ．松屋フーズホールディングスグループの信用販売等により生ずる貸倒

れ等を未然に防止する、もしくは最小限に抑え、経営の健全性が損なわ

れないようにするため、新規の取引開始及び債権の管理等について「与

信管理規程」を制定しております。

ニ．今後、既に制定している「規程」及び既に設置している「委員会」の

厳格な運用と監視を含めたリスク管理体制等の整備を推進してまいりま

す。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．自立的なコーポレート・ガバナンスの強化とスピード重視の効率的な

職務執行のため、取締役会等の事前に重要事項を審議する場として、

「グループ経営戦略会議」を定期的及び必要な都度開催しております。

この「グループ経営戦略会議」には、原則として全取締役が出席し、月

次実績のレビューや取締役会決議事項のうち事前審議が必要な事項、中

期経営計画に関する事項、新規事業及び投資案件等について集中的に審

議を行っております。
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業務の適正を確保するための体制

ロ．店舗・本部・工場・物流センター・グループ各社を結ぶブロードバン

ドによる全社ＩＴネットワーク網を構築し、ＩＴネットワークを駆使し

たイントラネットシステムＭＫＣ－Plaza（Matsuya Knowledge 

Collaboration Plaza）を立ち上げ、情報の共有化と各セクションの連

携をより強力なものにしており、メール、掲示板、文書管理及びワーク

フロー機能（電子稟議システム）を活用することで、取締役の職務の執

行を含めた事務の効率化を図っております。

ハ．今後も、取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための

体制整備を推進してまいります。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　松屋フーズホールディングスグループ全体の内部統制に関する担当部署

を内部監査部とし、グループ各社における内部統制体制の構築及び実効性

を高めるための諸施策を立案するとともに、必要に応じグループ各社への

指導・支援等を実施しております。また、当社の主要部門長及び監査役が

子会社の取締役、監査役にそれぞれ就任することで、取締役等の職務の執

行が効率的になり、かつ職務執行に対する牽制機能が働く体制を構築して

おります。なお、松屋フーズホールディングスグループでは、「松屋フー

ズホールディングスグループ倫理綱領」及び「松屋フーズホールディング

スグループ行動基準」を基に、法令・社内規程の遵守及び社会規範の遵守

を企業活動の前提とすることを徹底しております。

⑥　監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事

項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

　監査役は、内部監査部所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令する

ことができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人

はその命令に関して、取締役、内部監査部長等の指揮命令を受けないもの

としております。
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業務の適正を確保するための体制

⑦　取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会へ

の報告に関する体制

　松屋フーズホールディングスグループの取締役及び使用人は、監査役会

に対して、法定の事項に加え、松屋フーズホールディングスグループに重

大な影響を及ぼす事項等をすみやかに報告する体制を整備しております。

なお、従業員・取引先等からの相談・通報の適正な処理に関する仕組みを

定めた「通報者保護規程」を制定しており、当該報告をしたことを理由と

して不利な扱いを受けないことを確保するための体制を構築しておりま

す。

⑧　その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役会と取締役社長との定期的な意見交換会を設定しております。

ロ．役職員の監査役監査に対する理解を深めるとともに、監査役監査の環

境整備を推進してまいります。

ハ．監査役監査の実施に当たり、監査役が必要と認める場合は公認会計士

や弁護士等の外部専門家の意見を拝聴することとしております。これら

監査役監査において生じる費用又は債務は、会社が負担いたします。

⑨　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

イ．市民社会の秩序や安全に脅威を与え、経済活動にも障害となる反社会

的勢力及び団体に対しては、断固として対決し、常に「利用しない」

「金をださない」「恐れない」「交際しない」を基本原則として毅然と

した態度で臨んでまいります。

ロ．対応統括部署を総務担当グループ、不当要求防止責任者を総務担当部

長とし、お客様対応サポートグループ、法務担当グループを整備すると

ともにマニュアルを作成し、それらに基づき全社一丸となって対応して

まいります。また、警察及び（財）暴力団追放運動推進センター主催の

講習会等に参加し情報収集に努めてまいります。なお、反社会的勢力排

除に向けた基本的な考え方について「松屋フーズホールディングスグル

ープコンプライアンスの手引き」に記載し、全役職員が閲覧できる体制

をつくり、教育ツールとして活用しております。
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業務の適正を確保するための体制

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

　当社は、取締役会において決議された「松屋フーズホールディングス内

部統制構築のための基本方針及びその体制等」に基づき、体制の整備・運

用を実施しております。

①　取締役の職務執行について

　定時取締役会を毎月１回開催する他、必要に応じて適宜開催し、取締役

会規程に定めた事項等、経営に関する重要事項等を決議しております。さ

らに、自律的なコーポレート・ガバナンスの強化と迅速かつ効率的な職務

執行のため、グループ経営戦略会議を必要な都度開催しており、重要案件

について集中的に審議するなど、業務執行の適正性及び効率性等を確保し

ております。また、情報の管理及び保存は、関連規定に基づき適切に管理

することとし、必要に応じて閲覧できるようにしております。

②　監査役の職務執行について

　監査役は取締役会に原則毎回出席し、意見を述べております。さらに監

査役会を適宜開催し、職務執行状況の監視を行う等、監査体制の充実を図

っております。また、取締役社長や会計監査人及び内部監査部門等と必要

に応じ情報交換等を行っており、取締役の職務執行及び内部統制の運用状

況等を確認しております。なお、監査役の職務執行により生じる費用等は

適切に精算しております。

③　当社子会社における業務の適正の確保について

　当社では、当社の主要部門長及び監査役が子会社の取締役、監査役にそ

れぞれ就任しており、当社子会社における重要事項を把握できる体制を整

備し、管理しております。また、必要に応じて指導及び支援等を実施し、

業務の適正性を確保しております。
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業務の適正を確保するための体制

④　コンプライアンス及びリスク管理について

　当社では、「松屋フーズホールディングスグループ倫理綱領」及び「松

屋フーズホールディングスグループ行動基準」についてとりまとめた「松

屋フーズホールディングスグループコンプライアンスの手引き」を全役職

員が閲覧できる体制を整備し、従業員教育に組み入れた「コンプライアン

ス教育」を実施しております。さらに、通報者保護規定を制定し、コンプ

ライアンスに関して従業員等が直接相談・通報する仕組みを構築し、運用

しております。また、松屋フーズホールディングスグループにおいて発生

しうる各種リスクへの適切な対応を定めた「松屋フーズホールディングス

リスク管理規程」を制定し、必要に応じ取締役社長を委員長とした「リス

ク管理委員会」を開催するとともに、四半期ごとに全社的なリスクの洗い

出しをし、取締役会に報告しております。

⑤　反社会的勢力排除について

　当社では、「公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会」に加盟

し、関係機関と連携して反社会的勢力排除に向けた体制強化を図っており

ます。また、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を「松屋フーズホ

ールディングスコンプライアンスの手引き」に記載し、全役職員が閲覧で

きる体制を整備して教育ツールとして活用しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　令和６年４月１日)至　令和７年３月31日
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

令和６年４月１日期首残高 6,655,932 6,976,404 30,148,225 △1,430 43,779,131

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △457,523 △457,523

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,185,996 2,185,996

自 己 株 式 の 取 得 △1,208 △1,208

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,728,472 △1,208 1,727,264

令和７年３月31日期末残高 6,655,932 6,976,404 31,876,698 △2,638 45,506,396

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益累計額合計

令和６年４月１日期首残高 1,935 92,914 94,850 43,873,981

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △457,523

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,185,996

自 己 株 式 の 取 得 △1,208

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△348 14,490 14,142 14,142

連結会計年度中の変動額合計 △348 14,490 14,142 1,741,407

令和７年３月31日期末残高 1,587 107,405 108,992 45,615,389

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

【連結注記表】

(１) 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲等に関する事項

①　連結の範囲に関する事項

イ．連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・主要な連結子会社の名称 ・株式会社松屋フーズ

・株式会社エム・テイ・テイ

・株式会社エム・エル・エス

・株式会社トレンジエクスプレス

・上海松屋餐飲管理有限公司

・台灣松屋餐飲股份有限公司

ロ．非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 ・青島松屋商貿有限公司

・香港松屋餐飲有限公司

・MATSUYA FOODS VIETNAM COMPANY LIMITED

・広東松乃家餐飲管理有限公司

・株式会社モールハック

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社５社は、総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等、いずれも連結計算書類に重要な

影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外してお

ります。

②　持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社（青島松屋商貿有限公司・香港松屋餐飲有限公

司・MATSUYA FOODS VIETNAM COMPANY LIMITED・広東松乃家餐飲管理有限公司・株式会社

モールハック）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

として重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

③　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち「上海松屋餐飲管理有限公司」・「台灣松屋餐飲股份有限公司」の決

算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書

類を使用しておりますが、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。
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２．重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ……時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 …………………移動平均法による原価法

②　デリバティブ

　時価法によっております。

③　棚卸資産

製品・原材料…………………………月別移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

３．重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

…………………………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法）

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　………２～55年

機械装置及び運搬具………２～30年

工具、器具及び備品………２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

…………………………定額法（なお、自社利用ソフトウエアについては、

社内における見込み利用可能期間（５年）によって

おります。）

③　リース資産……………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

④　長期前払費用…………………………定額法

⑤　投資不動産（リース資産を除く）

…………………………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法）

なお、主な耐用年数は、３～45年であります。

－ 9 －
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４．重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 

支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上し

ております。

③　役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく制

度廃止時の支給予定額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

　当社グループの商品の販売（売上高）は、主に飲食店舗における商品売上からなりま

す。これらの収益は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該

時点で収益を認識しております。代金は、商品引渡し時点を中心に、概ね１ヶ月以内に受

領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

６．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、それぞれの決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

７．その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 10 －
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有形固定資産の減価償却累計額 54,595,334千円

投資その他の資産の減価償却累計額 270,380千円

(２) 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損損失

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、店舗及び賃貸資産をキャッシュ・フロー

を生み出す最小単位としてグルーピングしており、遊休資産及び売却予定資産は、該当資産

ごとにグルーピングをしております。また、本社及び工場等につきましては、全社資産とし

てグルーピングしております。グルーピングの最小単位である店舗において、投下資本回収

力が当初予定より低下した店舗に係る帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。

　当連結会計年度における減損損失の計上額は、854,445千円（国内子会社：807,502千円、

海外子会社：46,942千円）であります。

　当社グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値を使用し、主として、土地につい

ては正味売却価額、その他の資産については使用価値により測定しております。正味売却価

額は、主に不動産鑑定評価額などを合理的な調整を行って算出した金額を使用し、使用価値

の算出については、将来キャッシュ・フローを適正な割引率で割引いて算出しております。

当資産グループにおける回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを9.68％で割引いて算出しております。

　将来キャッシュ・フローの算定は、業態別や立地別等のカテゴリー単位で、様々な諸施策

や計画、現在及び見込まれる経済状況等を考慮し、合理的であると考えられる様々な要因を

総合的に勘案して将来キャッシュ・フローを算定しております。当連結会計年度において

は、引き続き、複合店舗を軸に継続的出店を進め、また、新業態の確立や積極的な海外展開

等に加え、様々な売上向上策を実施することにより、売上高は一定程度増加するものと仮定

しております。一方で資源高騰、円安進行、米不足等による、国内消費への悪影響が懸念さ

れる状況でありますが、経費構造改革等を推し進め、収益向上を図ってまいります。

　なお、将来の予測不能な事象の発生等により、これら見積り時の計上金額と異なる結果と

なる可能性があり、追加の減損損失が発生する可能性があります。

(３) 連結貸借対照表に関する注記

各資産における減価償却累計額
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当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 19,063,968 － － 19,063,968

当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普通株式(注) 435 190 － 625

決 議
株式の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

令和６年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 228,762 12 令和６年３月31日 令和６年６月27日

令和６年11月５日
取 締 役 会

普通株式 228,761 12 令和６年９月30日 令和６年12月５日

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配当の
原 資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

令和７年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 228,760
利 益
剰余金

12 令和７年３月31日 令和７年６月27日

(４) 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

２．自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増減は、単元未満株式によるものであります。

３．剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　第50期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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(５) 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては設備投資計画等に照らして、銀行借入による方針であります。デリバティブは、

通常の営業活動における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するために利用

し、投機的な取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、適切な債権管理を

実施する体制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格のない株

式等であります。そのため、市場価格の変動におけるリスクは僅少であります。

　敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入預託保証金であります。当該敷

金及び保証金については、当社グループの規則に従い、適切な債権管理を実施する体制

としております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に

設備投資に係る資金調達であります。長期資金につきましては、主に支払金利の変動リ

スクを回避するため、固定金利により借入を行っております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、職務権限に従い、また、デリバティブ取

引の利用にあたっては、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクはほ

とんどないと判断しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 13 －
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連結貸借対照表計上額

（千円）
　時価（千円） 差額（千円）

① 受取手形、売掛金及び契約

資産
5,211,784 5,211,784 －

② 投資有価証券

株式 3,615 3,615 －

③ 敷金及び保証金 13,244,947

貸倒引当金(*1) △6,466

13,238,481 10,771,632 △2,466,848

資産計 18,453,881 15,987,032 △2,466,848

① 買掛金 4,414,896 4,414,896 －

② 未払金 7,610,299 7,610,299 －

③ 未払法人税等 1,487,392 1,487,392 －

④ 長期借入金(*2) 32,019,427 31,679,322 △340,104

負債計 45,532,015 45,191,911 △340,104

デリバティブ取引(*3) （6,546） （6,546） －

２．金融商品の時価等に関する事項

　令和７年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。（（注）２．参

照）

（*1）敷金及び保証金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（*2）長期借入金には、一年内に期限の到来する金額を含めております。変動金利による借

入の時価については、短期的に市場金利を反映しており、また、当社の信用状況は実行

後大きく変化していないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。また、固定金利による借入の時価については、元利金

の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に

よっております。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で示しております。

（*4）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 3,615 1,297 2,318

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 3,615 1,297 2,318

合計 3,615 1,297 2,318

区分 種類
契約額等

（千円）

契約額等のうち

1年超（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

市場取引以

外の取引

為替予約取引

　買建

米ドル 505,490 － △6,546 △6,546

合　計 505,490 － △6,546 △6,546

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

関係会社株式等 1,563,470

非上場株式 99,324

１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 16,867,291 － － －

受取手形、売掛金及

び契約資産
5,211,784 － － －

合　計 22,079,076 － － －

（注）１．有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

投資有価証券

　有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計

上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

２．市場価格のない株式等

　これらについては、「②投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
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１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 6,470,292 4,814,436 4,542,630 3,830,971

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　株式 3,615 － － 3,615

デリバティブ取引（*）

　通貨関連 － （6,546） － （6,546）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 10,771,632 － 10,771,632

長期借入金 － 31,679,322 － 31,679,322

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定

額は以下のとおりであります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で示しております。

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

受取手形、売掛金及び契約資産・買掛金・未払金・未払法人税等については、短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価はレベル1 の時価に分類しております。

敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシ

ュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利率を基に割引現在価値法により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

当連結会計年度

自　令和６年４月１日

至　令和７年３月31日

直営店舗売上高 146,532,406

外部販売売上高 7,362,976

その他 327,701

顧客との契約から生じる収益 154,223,084

その他の収益 －

外部顧客への売上高 154,223,084

長期借入金

　変動金利による借入の時価については、短期的に市場金利を反映しており、ま

た、当社の信用状況は実行後大きく変化していないことから、時価は帳簿価額と近

似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利に

よる借入の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割引いた割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類

しております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引における時価については、取引金融機関から提示された価格等

に基づき算定しており、当該時価をレベル２の時価に分類しております。

(６) 賃貸等不動産に関する注記

重要性が乏しいため、注記の記載は省略しております。

(７)収益認識に関する注記

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

２.収益を理解するための基礎となる情報

　「（１）連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」の「５．収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

当連結会計年度（千円）

期首残高 429,563

期末残高 731,858

１．１株当たり純資産額 2,392円83銭

純 資 産 の 部 の 合 計 額(千円) 45,615,389

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 45,615,389

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期 末 の 普 通 株 式 の 数 ( 千 株 )

19,063

２．１株当たり当期純利益 114円67銭

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,185,996

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 ( 千 円 ) －

普 通 株 式 に 係 る 親 会 社 株 主 に
帰 属 す る 当 期 純 利 益 ( 千 円 )

2,185,996

期　中　平　均　株　式　数 (千株 ) 19,063

３.当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

連結計算書類上、契約負債は流動負債「その他」に計上しております。契約負債は主に、

当社が付与したポイントのうち、期末時点において履行義務を充足していない残高であり

ます。当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれてい

る金額に重要性はありません。また、当連結会計年度において、過去期間に充足した履行

義務から認識した収益の額に重要性はありません。なお、当連結会計年度において、未充

足の履行義務に配分した取引価格の金額及びそのうち将来認識されると見込まれる金額が

１年を超える重要な取引はありません。

(８) １株当たり情報に関する注記

※１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(９) 重要な後発事象

該当事項はありません。
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2025/05/28 12:13:30 / 24181040_株式会社松屋フーズホールディングス_招集通知

株主資本等変動計算書

(自　令和６年４月１日)至　令和７年３月31日
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合    　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合  　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

令和６年４月１日期首残高 6,655,932 6,963,144 13,259 6,976,404 209,276 13,547,000 14,186,133 27,942,410 △1,430 41,573,316

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △457,523 △457,523 △457,523

当 期 純 利 益 434,591 434,591 434,591

自己株式の取得 △1,208 △1,208

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － － △22,932 △22,932 △1,208 △24,140

令和７年３月31日期末残高 6,655,932 6,963,144 13,259 6,976,404 209,276 13,547,000 14,163,200 27,919,477 △2,638 41,549,175

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

令和６年４月１日期首残高 1,935 1,935 41,575,252

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △457,523

当 期 純 利 益 434,591

自己株式の取得 △1,208

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△348 △348 △348

事業年度中の変動額合計 △348 △348 △24,488

令和７年３月31日期末残高 1,587 1,587 41,550,763

株主資本等変動計算書
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個別注記表

【個別注記表】

(１) 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式…………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………………移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く）

…………………………定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額

法。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物　　　　…………２～50年

構築物　　　…………10～40年

機械及び装置…………15年

工具、器具及び備品…２～20年

無形固定資産（リース資産除く）

…………………………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける見込み利用可能期間（５年）によっておりま

す。

リース資産……………………………定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零としてお

ります。

長期前払費用…………………………定額法

投資不動産（リース資産除く）……定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額

法。なお、主な耐用年数は７～30年であります。
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個別注記表

４．引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 

支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上してお

ります。

役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく制

度廃止時の支給予定額を計上しております。

株主優待引当金………………………将来の株主優待券の利用に備えるため、株主優待券

の利用実績に基づき、当事業年度末における株主優

待券利用見込額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

　当社の収益は、主に子会社からの経営指導料及びロイヤリティ収入となります。これら

の収益は子会社に対する経営指導及び商標等の使用許諾を履行義務として識別しており、

それぞれ役務提供時点及び商標使用による子会社の収益計上によって充足されると判断

し、当該時点で収益を認識しております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処

理しております。

７．その他計算書類作成のための基本となる事項

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

有形固定資産の減価償却累計額 1,181,801千円

投資その他の資産の減価償却累計額 439,774千円

①　関係会社に対する短期金銭債権 637,624千円

②　関係会社に対する長期金銭債権 26,522,428千円

③　関係会社に対する短期金銭債務 102,272千円

営業収益 4,640,827千円

営業費用 494,953千円

２．営業取引以外の取引 127,664千円

当事業年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式（注） 435 190 － 625

(２) 貸借対照表に関する注記

１．各資産における減価償却累計額

２．関係会社に対する金銭債権及び債務

(３) 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

１．営業取引

(４) 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増減は、単元未満株式によるものであります。
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個別注記表

繰延税金資産

賞与引当金繰入額否認 27,611千円

未払事業所税 809千円

未払事業税 20,294千円

減価償却超過額 0千円

一括償却資産損金算入限度超過額 173千円

貸倒引当金繰入限度超過額 71,859千円

役員退職慰労引当金 178,970千円

会員権評価損否認 409千円

関係会社出資金評価損否認 268,033千円

会社分割に伴う子会社株式 1,080,140千円

その他 10,859千円

繰延税金資産　小計 1,659,161千円

税務上の繰越欠損に係る評価性引当額 －千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引

当額
△518,107千円

評価性引当額　小計 △518,107千円

繰延税金資産　合計 1,141,054千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △730千円

為替差益 △3,573千円

繰延税金負債　合計 △4,304千円

繰延税金資産の純額 1,136,750千円

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に加算されない項目 21.0％

住民税均等割額 0.4％

受取配当金益金不算入 △15.9％

寄附金等の永久に損金に加算されない項目 5.9％

評価性引当額の増減 11.4％

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △1.7％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.9％

(５) 税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項

目別内訳

－ 23 －



2025/05/28 12:13:30 / 24181040_株式会社松屋フーズホールディングス_招集通知
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属性
会社等
の名称

住所
資本金

（千円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

子会社
㈱松屋フ
ーズ

東京都
武蔵野市

90,000 飲食事業
直接

100.0
兼任4名

商標使用及
びノウハウ
等の提供等

ロイヤリテ
ィ 収 入 等
（注1）

3,811,337
売掛金 392,733

株主優待費
用（注2）

488,168
未払金 30,455

資金の貸付
（注3）

17,600,000 短期貸付金
長期貸付金

－
26,500,000

利息の受取
（注3）

114,554
未収収益 －

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会

で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」

の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係

る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し

計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）は38千円減少し、法人税等調整額が59千円が増加し、その他有価証券評価差額金が20

千円減少しております。

(６) リースにより使用する固定資産に関する注記

　重要性が乏しいため、注記の記載は省略しております。

(７) 関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

１.ロイヤリティ収入等につきましては、売上高の一定率であります。

２.株主優待費用につきましては、使用実績に基づき負担しているものであります。

３.資金の貸付及び貸付金の回収につきましては、金融機関からの借入金利や市場金利を

総合的に勘案して決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

(８)収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報

　「（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「５．収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

－ 24 －



2025/05/28 12:13:30 / 24181040_株式会社松屋フーズホールディングス_招集通知

個別注記表

１．１株当たり純資産額 2,179円62銭

純 資 産 の 部 の 合 計 額（千円） 41,550,763

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 41,550,763

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期 末 の 普 通 株 式 の 数（千株）

19,063

２．１株当たり当期純利益 22円80銭

当　　期　　純　　利　　益（千円） 434,591

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 434,591

期　中　平　均　株　式　数（千株） 19,063

(９) １株当たり情報に関する注記

※１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(１０) 重要な後発事象

　該当事項はありません。
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